財務諸表に関する注記
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

すべて満期保有目的の債権であり、償却原価法（定額法）を採用しております。


（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法



最終仕入原価法による原価法を採用しております。

（３）固定資産の減価償却方法
有形固定資産
定率法を採用しております。

（４）引当金の計上基準

退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異（４５,０７５,９３０円）については、平成１８年度より１５年間による定額法にて費用処理しております。

（５）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっておこなわれております。

（６）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

	科目
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	基本財産
	
	
	
	

	定期預金
	1,140,000円
	0円
	0円
	1,140,000円

	投資有価証券
	402,305,679円
	59,800円
	0円
	402,365,479円

	小計
	403,445,679円
	59,800円
	0円
	403,505,479円

	特定資産
	
	
	
	

	退職給付引当資産
	42,294,647円
	6,037,560円
	0円
	48,332,207円

	小計
	42,294,647円
	6,037,560円
	0円
	48,332,207円

	合計
	445,740,326円
	6,097,360円
	0円
	451,837,686円


３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

	科目
	当期末残高
	（うち指定正味財産
からの充当額）
	（うち一般正味財産
からの充当額）
	（うち負債に対応する額）

	基本財産
	
	
	
	

	定期預金
	1,140,000円
	
	1,140,000円
	

	投資有価証券
	402,365,479円
	205,700,000円
	196,665,479円
	

	小計
	403,505,479円
	205,700,000円
	197,805,479円
	

	特定資産
	
	
	
	

	退職給付引当資産
	48,332,207円
	
	48,332,207円
	

	小計
	48,332,207円
	
	48,332,207円
	

	合計
	451,837,686円
	205,700,000円
	246,137,686円
	


４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高


固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

	科目
	取得価額
	減価償却累計額
	当期末残高

	備品
	9,102,250円
	8,354,589円
	747,661円

	合計
	9,102,250円
	8,354,589円
	747,661円








